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１ はじめに 

本道は、全国を上回るスピードで人口減少が進んでおり、更に人口の偏在や地域社会

の縮小といった課題と相まって、規模の小さい自治体ほど人口減少が進行すると見込ま

れています。 

人口減少に伴う地域活力の低下や地域活動の担い手不足などの懸念が拡がる中、北海

道創生総合戦略に掲げる「人口減少社会への適応に向けた多様な連携による持続可能な

地域づくり」の実現に向けて、地域に生じる変化や課題に柔軟に対応し、市町村が基幹

的な行政サービスを将来にわたり持続的に提供できるよう、これまでの広域連携の取組

を深化・発展させるとともに、それぞれが有する資源を融通し合い、公共施設の集約化・

共同利用や専門人材の確保・育成、デジタル技術の活用など、新たな広域連携の取組を

展開していくことで、地域全体の活性化を図る必要があります。 

道ではこれまでも、国の定住自立圏構想や連携中枢都市圏構想による広域連携の取組

を積極的に推進し、国の広域連携制度の活用が困難な地域においては、平成 27年度の

「市町村連携地域モデル事業」以降、「広域連携加速化事業」や「広域連携強化事業」

といった道独自の支援の枠組みを設け、市町村の広域連携の取組を支援してきました。 

本資料は、道が支援をしている地域を中心に連携地域の形成の経緯や規模、連携した

取組の内容などといった取組状況をまとめたものです。 

 

北海道内における広域連携の状況（令和８年６月１日現在） 
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２ 地域づくり総合交付金（広域連携強化事業）の概要 

市町村が基幹的な行政サービスを将来にわたり持続的に提供していくためには、地域

の実情に応じた広域的な連携を進めることが重要です。 

道では、令和７年度から、これまでの広域連携の取組を深化・発展させるとともに、

それぞれが有する資源を融通し合い、公共施設の集約化・共同利用や専門人材の確保・

育成、デジタル技術の活用など、新たな広域連携の取組を展開し、地域全体の活性化を

図ることをめざして「広域連携強化事業」により、市町村の取組を支援しています。 

 

事業年度 令和７～11年度（地域づくり総合交付金のメニュー事業） 

対象者 

 広域連携強化事業推進要綱に基づき、地域連携協定を締結し地域

連携ビジョンを策定または交付金を申請する年度末までに地域連携

協定の締結及び地域連携ビジョンの策定を行う見込みの地域 

対象事業 

地域連携ビジョンに掲載または掲載予定の事業で市町村が連携し

て取り組むソフト事業 

（以下の政策分野は優先的に採択する事業） 

①デジタル・ディバイドの解消へ向けた取組 

②連携市町村における人材の育成 

（デジタル人材その他の専門人材の育成を含む。） 

③連携市町村における外部からの行政及び民間人材の確保 

（デジタル人材その他の専門人材の確保を含む。） 

④連携地域内の公共施設の集約化・共同利用等 

⑤人材をはじめとする資源を効率的に活用するために必要な 

事務の共同実施 

対象地域 

地域連携協定を締結し、地域連携ビジョンを策定した地域で 

次のような場合の地域も新たに対象 

 

 

 

 

 

 

 

交付額 
予算の範囲内で１地域（協議会）あたり 1,000万円を上限 

（定額交付） 
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３ 連携地域・構成市町村・事業一覧（地域づくり総合交付金活用地域） 

 

  

連携地域名 構成市町村 事業名 

日高連携地域 日高町、平取町、新冠町、 

浦河町、様似町、えりも町、 

新ひだか町 

・広域公共交通確保維持事業 

上川管内電算事務共同

処理協議会連携地域 

東神楽町、当麻町、比布町、

愛別町、上川町、東川町、 

美瑛町、鷹栖町、美深町 

・上川地域から挑戦する広域

行政DX推進事業 

・上川地域から輪を作る情報

セキュリティポリシー共同

策定事業 

遠軽地区連携地域 佐呂間町、遠軽町、湧別町 ・地域公共交通事業 

・地域医療対策事業 

根室連携地域 根室市、別海町、中標津町、

標津町、羅臼町 

・根室管内広域連携人材確保

事業 
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日高連携地域 
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日高連携地域 
 

 

あ 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携地域形成の

経緯 

人口減少下においても、行政サービスを持続的に提供し、地域住

民に必要な生活機能の確保及び地域活性化を図るとともに、安心し

て暮らし続けられる地域とするため、適切な相互補完と役割分担に

よる自治体の広域的な連携の在り方について共同で調査、研究を行

い、将来の自治体運営に役立てるため、連携地域を形成しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

交付額(千円) 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 

6,５00 － － － － 

 

 

 

 

 

 

連携地域の概要 
 

人口※ 63,372人 

面積※ 4,811.15㎢ 

構成市町村数 7 

事務局担当市町村 新ひだか町 

連携協定締結 令和 3年 1月 7日 

連携ビジョン策定 令和８年1月21日 

※令和２年国勢調査結果より 

連携する具体的

事項 
医療  

デジタル・ディバイドの解消へ向けた

ICTの活用 
 

福祉  連携市町村における人材の育成  

教育  
連携市町村における外部からの行政及

び民間人材の確保 
 

環境  連携市町村の職員等の交流  

防災  
連携地域内の公共施設の集約化・共同利

用 
 

地域公共交通 ○ 

人材をはじめとする資源を効率的に活

用するために必要な事務の共同実施 
 

その他 
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広域連携強化事業における実施事業（概要） 

事業名 事業概要 

広域公共交通

確保維持事業 
人口減少に伴う運転手不足等により公共交通を取り巻く環境が

厳しさを増す中、通院や通学、買い物等の住民生活で欠かせない

サービスの供給が単一町で完結せず、他町へ移動が必要となるケ

ースが多い日高地域では、住民の移動手段を将来にわたり確保す

ることが重要であり、公共交通の持続性を高める取組を日高地域

７町の連携により進めています。 

 

広域連携強化事業における実施事業（詳細） 

事業名 広域公共交通確保維持事業 

実施団体名 日高地域広域公共交通確保対策協議会 

（日高町・平取町・新冠町・浦河町・様似町・えりも町・新ひだか町）  

事業の目的 地域交通である民間バスは、日高地域で暮らし続ける上で欠かせ

ません。国や道、町による運営費の一部補助により維持しています

が、将来にわたり持続可能な地域交通を維持するため、限られた財

源の中でバスの利用を促進し、収支の改善を図る必要があります。 

事業概要 １ 地域公共交通の利用促進 

日高地域の公共交通情報をまとめた案内媒体を作成し、７町

のホームページ等で周知したほか、利用者の多くが高齢者であ

ることから冊子も作成し、地域の主要施設（７町の公共施設・

交通結節点等）に設置しました。 

 

２ 地域公共交通を支える人材の確保・育成 

（１）運行体験・生活体験ツアーの実施 

   バス運転手の仕事や地域での生活イメージを求職者に伝え

ることで転職・就職を促すツアーを実施しました。 

（２）地域で働く魅力の発信強化 

・上記ツアーへの呼び込みを含め、バス運転手の確保に向け

た情報発信力を強化するため、求職サイト等でのバス事業

者や地域を紹介する特集記事を掲載しました。 

・日高地域への移住とバス運転手の仕事を組み合わせた相談

機会をつくるため、移住・転職イベントに出展しました。 

 

３ 複数町による広域公共交通運行の検討 

民間バスの路線撤退に対応し、日高振興局、７町、バス事業

者等と複数町による共同運行などの可能性を検討していくた

め、先進地を視察しました。 
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構成団体の 

役割分担 

新ひだか町（協議会事務局）：総合調整、契約事務、予算管理等 

各   町：時刻表の設置・配布、運転手確保に係る取組への参加

対応・周知、先進地視察への参加・複数町による共同

運行などの検討 

連携により得

られた成果又

は見込まれる

成果 

日高地域の公共交通情報をまとめた案内媒体の作成や日高地域の

主要施設（各町の公共施設・交通結節点等）に冊子を設置したことに

より、地域住民からの「経路や乗り継ぎが分かりにくい」「利用しに

くい」といった声に対応でき、バス利用者の利便性向上や利用促進

が図られました。 

全国的な課題となっている運転手不足に対応した取組としては、

インターネットでの情報発信、道外での直接的 PR、モニターツアー

という一連の人材確保施策により、バス運転手を確保できました。 

 

  

バスモニター実施の様子 広域視察の様子 

  

モニターツアー広告 広域バス時刻表 
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（１）連携地域形成について 

連携地域形成の際に

困難と感じた点 

令和３年度に連携協定を締結していたことから、７町連携

における合意形成に向けた協議の場は整っていたものの、地

域ごとの温度差や状況の違いがあったため、意見集約・連絡調

整に時間がかかりました。 

連携地域形成が円滑

に進むよう工夫した

点 

連携事業を推進するにあたり、７町が協議する機会を定期

的に設定し、事業の進捗や課題を共有しました。また、それぞ

れの意見や要望を反映できる体制を整備し、円滑な連携がで

きるよう工夫しました。 

 

（２）連携事業について 

広域公共交通確保維持事業 

連携して事業を進め

る際に困難と感じた

点 

地域公共交通を支える人材の確保・育成施策として実施し

たモニターツアーでは、バス事業者採用候補者と直接コミュ

ニケーションをとることができる重要な機会である一方、多

くの参加者は賃金、家賃、家庭の状況等から採用に繋がりませ

んでした。今後は、こうした方々に対してどのようにアプロー

チし、採用に繋げていくかが課題と感じています。 

連携事業が円滑に進

むよう工夫した点 

関係者との調整に時間がかかりましたが、事業実施にあた

っては、それぞれの役割分担を明確にしたため、円滑に事業を

進めることができました。 

 

 

  

広域連携強化事業における振り返り 
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上川管内電算事務共同処理協議会

連携地域 
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上川管内電算事務共同処理協議会 
 

 

あ 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

連携地域形成の

経緯 

昭和 38年の発足以来、60年以上にわたり基幹業務を共同処理

してきた協議会が母体として、今日におけるシステム標準化や

DX、セキュリティ強化といった単独では対応困難な課題に対し、

従来の枠組みを「広域連携プラットフォーム」へと発展させ、持続

可能な行政運営を確立するために形成されました。 

 

連携する具体的

事項 
医療  

デジタル・ディバイドの解消へ向けた

ICTの活用 
○ 

福祉  連携市町村における人材の育成 ○ 

教育  
連携市町村における外部からの行政及

び民間人材の確保 
 

環境  連携市町村の職員等の交流  

防災  
連携地域内の公共施設の集約化・共同利

用 
 

地域公共交通  

人材をはじめとする資源を効率的に活

用するために必要な事務の共同実施 
 

その他 
 

 

交付額(千円) 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 

10,000 － － － － 

 

  

連携地域の概要 

人口※ 54,765人 

面積※ 3,395.49㎢ 

構成市町村数 ９ 

事務局担当市町村 東神楽町 

連携協定締結 令和８年3月27日 

連携ビジョン策定 令和８年3月27日 

※令和２年国勢調査結果より 
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広域連携強化事業における実施事業（概要） 

事業名 事業概要 

上川地域から挑

戦する広域行政

DX推進事業 

 上川地域 9町のDX現況を統一様式で調査・可視化することで、

広域共通の検討基盤を構築しました。 

官民連携広域 DX コーディネーターが参画するオンライン定例

会議の場を整備し、広域での継続的な情報共有と行政 DX推進体制

の確立を図りました。 

上川地域から輪

を作る情報セキ

ュリティポリシ

ー共同策定事業 

 上川地域中央部の 8 町が民間支援のもと、国のガイドラインに

基づくセキュリティポリシー改定に向けたリスク分析を共同で実

施しました。 

町ごとの課題や差分を可視化して次年度の改定に向けた優先順

位を整理するとともに、知見を共有することで職員が主体的にポリ

シーを見直すための基盤を形成しました。 

 

広域連携強化事業における実施事業（詳細） 

事業名 上川地域から挑戦する広域行政 DX推進事業 

実施団体名 東神楽町、当麻町、比布町、愛別町、上川町、東川町、美瑛町、 

鷹栖町（準会員）、美深町（準会員） 

事業の目的  上川地域９町が連携し、広域行政 DX推進に向けた基礎的な調査

及び体制整備を行うことを目的とします。 

事業概要  本事業では、上川管内電算事務共同処理協議会を基盤として、 

9町が連携し、広域行政 DX 推進に向けた基礎的な調査や体制の整

備を進めました。令和 8年 2月から 3月にかけて、各町の情報政

策・DXに関する現況についてヒアリング及び資料収集を実施し、

体制、ネットワーク構成、システム利用状況、課題等を統一的な様

式で整理し、横断的に比較可能な形で可視化しました。 

 また、当該調査結果を踏まえ、三層分離モデル等に関する課題を

含めた共通論点の抽出及び整理を行い、広域的に共有可能な検討基

盤の構築を図った。さらに、既存の情報システム担当者会議に官民

連携広域 DXコーディネーターを参画させ、オンラインによる定例

会議を開催し、継続的な協議・情報共有の場を整備しました。 

構成団体の 

役割分担 

協議会（東神楽町）：取組総括、外部専門家との連絡調整、 

プロジェクト管理、成果の整理と共有化 

９町（正会員 7、準会員 2）：現状・課題の洗い出し、業務可視化、 

          職員の研修参加、スキル向上、 

行政 DX施策の試行、実証 

事業者：“共に手を動かす”伴走支援、プロジェクトマネジメント 

支援、業務の見える化、分析支援、技術的助言（ネットワ 

ーク、セキュリティ等）、デジタル人材育成の企画、実施 
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連携により得

られた成果又

は見込まれる

成果 

 外部専門家及び各町職員が共同で実施する取組 

  ・9町の情報政策、DX 現況調査（ヒアリング、資料収集） 

  ・共通論点の抽出 

  ・方向性の整理（業務可視化に向けた準備） 

  ・三層分離モデルに関する課題整理 

  ・広域 DX推進体制（会議体・役割分担）の構築 

上記の取組を通じて、広域共通の業務可視化・標準化に向けた現

状把握を行い、広域行政 DX 推進体制の継続的な運用基盤の確立に

寄与します。 

 

広域連携強化事業における実施事業（詳細） 

事業名 上川地域から輪を作る情報セキュリティポリシー共同策定事業 

実施団体名 東神楽町、当麻町、比布町、愛別町、上川町、東川町、美瑛町、 

鷹栖町（準会員）、美深町（準会員） 

事業の目的  上川中央部８町が連携し、総務省ガイドラインに基づきポリシー

の改定に向けた基礎作業として、現行のポリシーの点検やリスク分

析を実施します。 

事業概要  上川中央部 8町が、総務省ガイドラインに基づく情報セキュリテ

ィポリシー改定に向けた基礎作業として、現行ポリシーの点検及び

リスク分析を実施しました。 

民間事業者の伴走支援により、統一した評価手法で組織的・人的

対策、物理的対策、技術的対策の各分野について現状分析を行い、

各町の課題を整理するとともに、共通課題を抽出しました。 

分析結果をもとに差分整理表を作成し、町間の状況を比較可能な

形で可視化し、翌年度のポリシー改定に向けた優先順位付けの基礎

を整備しました。 

分析手法や検討過程を通じて得られた知見を職員間で共有し、各

町が主体的にポリシー策定・見直しを行うための基盤形成を図ると

ともに、準会員町への情報を共有しました。 

構成団体の 

役割分担 

協議会（東神楽町）：委託事業者との連絡調整、８町合同の検討 

会議や説明会の運営、町別の点検・分析スケ 

ジュール管理、収集資料・分析結果・課題整 

理のとりまとめ、８町全体の検討進行管理、 

美深町への情報共有、支援 

８町（正会員 7、準会員１）：ポリシー（基本方針、組織体制等）策定、 

リスク分析の実施、ガイドラインとの整合確 

認、事業者が作成した点検結果・課題整理案 

等の確認・決定、トップマネジメントへの説 

明と内部調整 
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美 深 町：ポリシー（基本方針）策定、ガイドラインとの整合性

確認、トップマネジメントへの説明と内部調整 

外部専門家：ガイドラインとの整合確認、現行ポリシーおよび運用

実態の点検、整理、リスク分析の実施支援、事務局作

成案への助言、改善提案、マネジメント体制の確認お

よび説明の補助、総括報告書（合同版および団体別

版）の作成 

連携により得

られた成果又

は見込まれる

成果 

 ８町が同一手法で情報セキュリティの点検・分析を行うことによ

り、各町が単独では得られない広域的な比較、共通課題の把握、翌

年度のポリシー改定に向けた準備を整えます。 

 また、電算協議会として８町で実施することにより得られた知

見・ノウハウ等を準会員に共有することにで電算協議会加盟町全体

での翌年度のポリシー改定に向けた準備を整えます。 

１ ガイドライン準拠に向けた共通課題の把握 

８町が同じ視点で点検を行い、地域全体としての共通課題や

改善項目を共有します。 

２ ８町の現状・課題の可視化と相互理解の促進 

点検結果を比較することで、町ごとの差分や強み・弱みを客

観的に把握でき、翌年度のポリシー改定に向けた優先順位づけ

が容易となります。 

３ 小規模自治体でも持続可能な体制づくりの基盤形成 

広域で共通の点検視点や分析手法を共有することで、次年度

以降のポリシー策定や点検作業を各町が継続して行える基礎を

整えます。 

４ 広域リスクの共有と、災害・事故時の協力体制の素地形成 

８町のリスク分析を横並びで整理することで、広域として特

に注意すべきリスク領域を把握でき、将来的な相互支援の基盤

となります。 

 

  

構成町との意見交換の様子 セキュリティポリシーに係る全体会議の様子 
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広域連携強化事業における振り返り 

（１）連携地域形成について 

連携地域形成の際に

困難と感じた点 

各町とも情報政策・DXを専任する職員がおらず、他業務と

の兼務体制が常態化しているため、広域的な取組を継続的に

推進するための人的リソースの確保が困難でした。 

連携地域形成が円滑

に進むよう工夫した

点 

60 年以上にわたり基幹系業務を共同処理してきた協議会

の実績を原点とし、新たに準会員制度を設けることで、管内 9

町による協力体制が構築されました。 

 

（２）連携事業について 

１）上川地域から挑戦する広域行政 DX 推進事業 

連携して事業を進め

る際に困難と感じた

点 

専門知識を有する人材の不足により、ベンダー提案の精査

や理事者への説明、庁内合意形成に要するコストが大きく困

難と感じました。 

連携事業が円滑に進

むよう工夫した点 

各町の情報政策、DX に関する現況を統一的な様式で整理

し、横断的に比較可能な形で可視化することで、広域的な検討

基盤を整備しました。 

官民連携広域 DX コーディネーターが参画するオンライン

定例会議を整備し、継続的な協議と情報共有が可能な推進体

制を確立しました。 

 

２）上川地域から輪を作る情報セキュリティポリシー共同策定事業 

連携して事業を進める

際に困難と感じた点 

各町のネットワーク構成、システム環境、DXの進展度に

ばらつきがあり、議論を始めるための事前調整や合意形成に

時間を要しました。 

連携事業が円滑に進む

よう工夫した点 

事業をスタートさせるにあたり、トップマネジメント認識

共有会を開催し、町長を含めた全庁的な関与のもとで、広域

として対応すべき共通課題の明確化と認識共有を図りまし

た。 
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遠軽地区連携地域 
 

 

あ 

 

 

 

 

 

 

 

連携地域形成の

経緯 

遠軽地区３町では、３町の共通の問題に関する調査及び研究を進

め、国や道などの関係機関に対して、積極的に要請活動を行うこと

により、将来にわたって行政を円滑に運営し、地区内住民の生活文

化の安定向上や産業の振興を図るため、「遠軽地区総合開発期成会」

を平成 27年４月に設立しました。 

北海道において同年創設された市町村連携地域モデル事業によ

る取り組みを行うため、この３町の枠組みを活用し、連携地域を形

成しました。 

 

連携する具体的

事項 
医療 ○ 

デジタル・ディバイドの解消へ向けた

ICTの活用 
 

福祉  連携市町村における人材の育成  

教育  
連携市町村における外部からの行政及

び民間人材の確保 
 

環境  連携市町村の職員等の交流  

防災  
連携地域内の公共施設の集約化・共同利

用 
 

地域公共交通 ○ 

人材をはじめとする資源を効率的に活

用するために必要な事務の共同実施 
 

その他  

 

交付額(千円) 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 

10,000 － － － － 

 

 

連携地域の概要 

人口※ 32,386人 

面積※ 2,243.18 ㎢ 

構成市町村数 3 

事務局担当市町村 遠軽町 

連携協定締結 令和３年３月18日 

連携ビジョン策定 令和８年２月３日 

※令和 2 年国勢調査結果より 
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広域連携強化事業における実施事業（概要） 

事業名 事業概要 

地域医療対策事

業 

遠軽町、佐呂間町、湧別町の３町地域においては、遠軽厚生病院

が地域センター病院として、地域医療の中心的役割を担っている

が、医師不足が深刻化しており、産婦人科医師、整形外科医師及び

透析医師が不足しています。また、助産師などの医療スタッフも不

足しており、医療サービスの供給制約につながっています。 

そのため、同病院から医療サービスを享受している３町が、医師

等確保のために連携し、地域で暮らし続ける上で欠かすことのでき

ない持続的な医療体制の構築に向けて取り組みます。 

地域公共交通事

業 

遠軽町、佐呂間町、湧別町の３町地域においては、人口減少・少

子高齢化が進み、自家用車での移動が中心の生活となっているた

め、地域公共交通の確保維持に向けた利用者の確保に苦戦が続いて

います。また、地域公共交通を担う事業者においても、乗客減少に

よる収益の悪化や乗務員不足が顕著になるなど、取り巻く状況は

年々悪化の一途をたどっています。 

そのため、遠軽地区地域公共交通活性化協議会が専門家である地

域公共交通アドバイザーと業務委託を締結し、持続可能な地域公共

交通に向けた指導・助言や法定協議会の運営支援をいただきなが

ら、地域公共交通計画の推進に向けて取り組みます。 

 

広域連携強化事業における実施事業（詳細） 

事業名 地域医療対策事業 

実施団体名 遠軽町・佐呂間町・湧別町 

事業の目的  地域センター病院として地域医療の中心的役割を担っている遠軽

厚生病院の医師等募集活動を行うことで、地域で暮らし続ける上で

欠かせない医療サービスを、将来にわたり維持・確保します。  

事業概要  令和 6年度に遠軽地区における地域医療の現場や働く人の想いを

リアルに描いた動画を作成し、医療従事者から多くの共感を得るこ

とができました。令和 7年度は、昨年度の成果を踏まえつつ、共感

から行動変容につなげる動画３本を作成し、マイナビニュース公式

YouTube チャンネルや医療関係者にのみ YouTube 広告配信を実

施し医師募集活動を実施しました。 

・SNS広告作成、配信 ・WEB広告作成、配信 

構成団体の 

役割分担 

遠 軽 町：取組内容の検討、経費負担 

佐呂間町：取組内容の検討、経費負担 

湧 別 町：取組内容の検討、経費負担 
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連携により得

られた成果又

は見込まれる

成果 

直接、医師確保にはつながっていないものの、SNS等で医師の

求人とともに地域の総合的な魅力を発信したところ、動画４本の総

再生回数は 47万回を超え、多くの目に触れたほか、今年度の結果

を基にターゲットを絞った情報発信など更に有効な施策を検討する

材料を得ることができました。 

 

  

YouTube動画① YouTube動画② 

 

 

 

YouTube動画③ ショート動画 
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広域連携強化事業における実施事業（詳細） 

事業名 地域公共交通事業 

実施団体名 遠軽町・佐呂間町・湧別町 

事業の目的 経済面や生活面における関わりが強く、生活圏を共にする遠軽地

区連携地域３町が、より効率的に地域住民や来訪者にとって利便性

の高い地域公共交通網を維持・確保することを目的とします。 

事業概要 １ 遠軽地区地域公共交通アドバイザー業務委託 

令和７年６月 18 日から令和８年３月 31 日の間契約をし、

その間に法定協議会の開催に係る運営支援や、バス路線再編等

に係る助言をいただきました。 

２ 法定協議会の開催 

法定協議会を４度開催（R7.6、R7.9、R8.1、R8.3）し、遠

軽地区地域公共交通計画に基づく事業の進捗状況等を共有しま

した。 

３ バス路線再編（地域公共交通の利用促進）に係る各種調整 

遠軽町内バス路線再編実施（R7.10～）に係る各種調整を交

通事業者及び自治会等と実施しました。 

構成団体の 

役割分担 

遠 軽 町：取組内容の検討、経費負担 

佐呂間町：取組内容の検討、経費負担 

湧 別 町：取組内容の検討、経費負担 

連携により得

られた成果又

は見込まれる

成果 

地域公共交通アドバイザーの意見や指導を受け、法定協議会の開

催や、広域的なバス路線の開設、バス路線再編を実施したことによ

り、交通事業者の効率化や行政負担の軽減による住民サービス向上

に寄与しました。 

 

  

遠軽地区地域公共交通活性化協議会 バス車両 
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広域連携強化事業における振り返り 

（１）連携地域形成について 

連携地域形成の際に困

難と感じた点 

 

当地域は、遠軽地区総合開発期成会をベースに連携関係を

築いているため、比較的困難な場面は少なかったが、一般的

には費用負担や事務局機能の負担などの調整が困難を感じ

る点ではないかと思います。 

連携地域形成が円滑に

進むよう工夫した点 

既存の期成会や広域連携加速化事業と同様の枠組みで形

成することで、すでに各地域の様々な課題解決に取り組んで

いることから、圏域で取り組むことへの理解を得られやすか

ったです。 

 

（２）連携事業について 

１）地域医療対策事業 

連携して事業を進める

際に困難と感じた点 

 

 

医師や医療従事者の確保は多くの自治体が苦慮している

課題であり、短期的に効果が顕在化することは困難です。そ

の中でも遠軽厚生病院のような広域医療圏をカバーする医

療機関における同様の問題については、市町村の枠を超える

政策課題であり、単独市町村では負担が大きいため、国・道

の関与が不可欠です。 

連携事業が円滑に進む

よう工夫した点 

中心町とその他の 2 町が各々の役割を認識し、応分負担

を認め合う協調関係を築くことが事業推進の要点となって

います。 

 

２）地域公共交通事業 

連携して事業を進める

際に困難と感じた点 

 

 

持続的な交通網の維持・確保については、運転手不足も影

響して、多くの自治体が苦慮しています。遠軽地区地域公共

交通計画に基づき、各種施策を実施するにあたり、地域住民

や各種関係団体との調整が重要です。 

連携事業が円滑に進む

よう工夫した点 

生活圏を共にする３町が各々の交通における町の役割を

認識し、協調関係を築くことが事業推進の要点となっていま

す。 
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根室連携地域 
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根室連携地域 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携地域形成の

経緯 

人口減少や少子高齢化の進行等に伴い、顕在化する地域課題に対

応し、地域住民が暮らし続ける上で欠かすことのできない基幹的行

政サービスが将来にわたり確実に維持・確保されるよう、勉強会に

よる職員の能力向上や市町の連携促進などを通じ、地域課題への対

応力向上に取り組み、持続可能な地域づくりを目指す枠組みとして

形成されました。 

 

連携する具体的

事項 
医療  

デジタル・ディバイドの解消へ向けた

ICTの活用 
 

福祉  連携市町村における人材の育成  

教育  
連携市町村における外部からの行政及

び民間人材の確保 
〇 

環境  連携市町村の職員等の交流  

防災  
連携地域内の公共施設の集約化・共同利

用 
 

地域公共交通  

人材をはじめとする資源を効率的に活

用するために必要な事務の共同実施 
 

その他  

 

交付額(千円) 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 

8,900 － － － － 

 

  

連携地域の概要 

人口※ 71,771人 

面積※ 3,533.16㎢ 

構成市町村数 5 

事務局担当市町村 中標津町（R7） 

連携協定締結 令和７年 3月 21日 

（令和８年３月 18 日改訂） 

連携ビジョン策定 令和８年 3月 18日 

※令和２年国勢調査結果より 
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広域連携強化事業における実施事業（概要） 

事業名 事業概要 

根室管内広域連

携人材確保事業 

地域住民が暮らし続ける上で欠かすことのできない基幹的行政

サービスを将来にわたり確実に維持・確保するためには、市町職員

を確保し育成する必要があるが、現状は、地域外からの人材確保を

進めなければ必要な人材確保が困難になっています。 

そのため、根室地域の行政職員として働きたいと思える地域外の

人の増加を図る事が必要であり、根室管内の広域連携により、根室

地域における人材確保の現状把握と課題抽出を行い、そこで得た分

析を踏まえた上で、東京圏在住の 20～30 代を対象とした行政職

員採用イベント開催を行う等の取り組みを進め、東京圏における根

室地域の行政職員確保とその土台をつくります。 

 

広域連携強化事業における実施事業（詳細） 

事業名 根室管内広域連携人材確保事業 

実施団体名 根室市・別海町・中標津町・標津町・羅臼町 

事業の目的  地域で働く行政職員の実態等の情報発信を主体とした参加者との

対話を交えたイベントを開催することで、根室地域の行政職員とし

て働きたいと思える地域外の人の増加を図り、地域住民が暮らし続

ける上で欠かすことのできない基幹的行政サービスを将来にわたり

確実に維持・確保します。 

事業概要 １ 根室管内広域連携人材確保事業（リトルドートー根室）の実施 

   根室地域各自治体の紹介、若手行政職員や専門職員等による

トーク、参加者を交えた交流等 

日時：令和８年 2月 28日（土） 

場所：HOME/WORK VILLAGE 209ホール 

（東京都世田谷区池尻２丁目４-５） 

 

２ イベント実施と連動した取組を実施 

 ・根室地域における人材確保の現状把握と課題抽出 

 ・プレイベントの開催 

 ・会員コミュニティ「DOTO-NET」を通じた情報発信・つなが

りの維持をすることで、事後の関係構築 

構成団体の 

役割分担 

中標津町（幹事）：全体調整及び総合窓口 

幹事市町以外  ：事業参加、各種情報の共有等の業務 

連携により得

られた成果又

は見込まれる

成果 

根室地域の市町が連携してイベント開催や地域の PRを実施する

ことにより、特に東京圏在住の方を対象に根室地域で行政職員とし

て働きたいと思える若年層の増加に寄与するとともに、東京圏から

の行政職員確保に向けた参加者との関係構築を進めることができま
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した。また、効果的な人材確保手法の検証ができ、今後の根室地域

の行政職員確保の改善に向けて新たな検討材料を得ることができま

した。（都会の暮らしに疲れた層へのアプローチ方法の是非、民間

企業も交えた間口を広げる事の検討可能性、地元にゆかりのある層

のリスト化・コミュニティ化 等） 

 

  

トークイベント 参加者と自治体職員の交流会 

 

 
広域連携強化事業における振り返り 

（１）連携地域形成について 

連携地域形成の際に困

難と感じた点 

 今回の連携地域は、広域連携加速化事業と同様の枠組み

で形成したことから、困難と感じた点はありません。 

連携地域形成が円滑に

進むよう工夫した点 

広域連携加速化事業と同様の市町で構成したことから、円

滑に連携地域形成が図られました。 

 

（２）連携事業について 

根室管内広域連携人材確保事業 

連携して事業を進める

際に困難と感じた点 

イベント内容の検討やブラッシュアップを図るにあたり、

綿密な調整や打合せを行う機会がどうしても少なくなって

しまう点が困難と感じました。 

連携事業が円滑に進む

よう工夫した点 

関係者間でチャットツールを活用する事により情報交換

や協議について一定程度円滑にできました。 

また、各自治体で人材を奪い合うのではなく、根室地域で

働きたいと思える人の増加を図る事を目的としており、連携

自治体でこの目標に目線を揃えているため、全体を通して円

滑な協議ができています。 
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４ 連携地域・構成市町村・事業一覧（その他の連携地域） 
   

地域づくり総合交付金（広域連携強化事業）を活用していない地域においても、人口

減少や高齢化が深刻化する 2050 年の人口構造等の変化に伴い生じる課題等に対応し、

市町村が基幹的な行政サービスを持続的に提供できるよう、各（総合）振興局と市町村

間の取組をコーディネートする役割を担い、地域課題の共有や広域連携による対応の方

向性を協議・検討、合意形成する場を設置するなど、北海道と市町村が連携しながら、

広域連携の取組が進められています。 

   

連携地域名 構成市町村 事業名 

後志15町村連携地

域 

島牧村、寿都町、黒松内町、 

蘭越町、ニセコ町、真狩村、 

留寿都村、喜茂別町、京極町、 

共和町、泊村、神恵内村、 

古平町、余市町、赤井川村 

・後志15町村新規採用職員

研修 
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後志 15 町村連携地域 
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後志 15 町村連携地域 
 

 

あ 

 

 

 

  

 

 

 

連携地域形成の

経緯 

加速化する人口減少や厳しい財政状況により、職員数も減少傾向

にある中、多様化する住民のニーズに応えるため、個々の職員の能

力向上を図り、研修等への参加、職員間での交流を促進し、情報の

共有や人的ネットワークの構築により地域として連携して課題解

決に取り組み、持続可能な地域づくりを目指す枠組みです。 

 

連携する具体的

事項 
医療  

デジタル・ディバイドの解消へ向けた

ICTの活用 
 

福祉  連携市町村における人材の育成 ○ 

教育  
連携市町村における外部からの行政及

び民間人材の確保 
 

環境  連携市町村の職員等の交流 〇 

防災  
連携地域内の公共施設の集約化・共同利

用 
 

地域公共交通  

人材をはじめとする資源を効率的に活

用するために必要な事務の共同実施 
 

その他  

 

広域連携強化事業の取組（概要） 

事業名 事業概要 

後志 15 町村新

規採用職員研修 

加速化する人口減少や厳しい財政状況により、職員数が減少傾向

にある一方、行政に対するニーズは高度化し複雑化の一途をたどっ

ており、職員個々の能力向上が必要になっています。 

外部講師や専門人材を活用したより質の高い研修は、人員及び財

政的側面から、単独町村で実施することは厳しい状況にあります。 

連携地域が合同研修を行い効率化を図り、複雑化する地域課題に

対応できる職員を育成するため、後志地域の新規採用職員を対象に

連携地域の概要 

人口※ 55,801人 

面積※ 3,324.00㎢ 

構成市町村数 15 

事務局担当市町村 蘭越町（R７） 

連携協定締結 令和７年3月27日 

連携ビジョン策定 － 

※令和２年国勢調査結果より 
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外部講師を活用した合同研修を実施し、公務員としての自覚や意識

の確立を促すとともに、接遇や仕事の進め方などの社会人としての

基本的な知識や技能の習得、また、職務・職場への適応能力を養い

ます。 

 
広域連携強化事業の取組（詳細） 

事業名 後志 15町村新規採用職員研修 

実施団体名 島牧村・寿都町・黒松内町・蘭越町・ニセコ町・真狩村・ 

留寿都村・喜茂別町・京極町・共和町・泊村・神恵内村・古平町・

余市町・赤井川村 

事業の目的 連携地域が合同で研修を実施することによって効率化を図るとと

もに、複雑化する地域課題に対応できる職員を育成するため、後志

管内新規採用職員を対象として、外部講師を活用した合同研修を実

施し、公務員としての自覚や意識の確立を促すとともに、接遇や仕

事の進め方などの社会人としての基本的な知識や技能の習得、ま

た、職務・職場への適応能力を養います。 

事業概要 新規採用職員研修の実施（講師：一般社団法人日本経営協会） 

構成団体の 

役割分担 

幹 事 町 村 ：各町村と総合調整、研修テーマ、講師の選定・依頼 

幹事町村以外：研修への参加派遣 

連携により得

られた成果又

は見込まれる

成果 

スケールメリットを活かし、連携地域が合同で研修を実施したこ

とで効率化が図られ、より質の高い研修を実施することができまし

た。また、本研修の実施により新規採用職員が採用早期に接遇等の

基本的な知識や技能を身につけることができ、連携地域の各町村に

おける職員の育成が円滑化されました。 

 

 

 

 

 

  

 

研修実施風景 
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広域連携強化事業の取組に係る振り返り 

（１）連携地域形成について 

連携地域形成の際に困

難と感じた点 

 

管内の既存の地域（北後志地域、羊蹄山麓地域、岩宇地域、

南後志地域等）とは異なる新たな枠組みによる地域形成とな

ったため、事業目的に賛同する町村の合意形成を一から行う

必要があり、調整に時間を要しました。 

連携地域形成が円滑に

進むよう工夫した点 

北海道（後志総合振興局）と協力関係を密にし、オンライ

ン会議などを重ねて連携町村の理解を得ることができまし

た。 

 

（２）取組内容について 

後志 15 町村新規採用職員研修 

連携して事業を進める

際に困難と感じた点 

15町村での事業実施となっているため、研修日程の調整

や、参加者の調整に時間を要しました。 

連携事業が円滑に進む

よう工夫した点 

連携町村の担当者間での密接な情報共有に努めました。 
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 広域連携強化事業推進要綱 

北 海 道  

 

第１ 目的 

  広域連携強化事業推進要綱（以下「要綱」という。）は、第３期北海道創生総合戦略に掲

げる「人口減少社会への適応に向けて多様な連携による持続可能な地域づくり」の実現に向

けて、人口減少と高齢化が深刻化する 2050年の人口構造の変化に伴い生じる課題等に対応

し、市町村が基幹的な行政サービスを持続的に提供できるよう、これまでの広域連携の取組

を深化・発展させるとともに、それぞれが有する資源を融通し合い、公共施設の集約化・共

同利用や専門人材の確保・育成、デジタル技術の活用など、新たな広域連携の取組を展開し

ていくことで、地域全体の活性化を図ることを目的とするものである。 

 

第２ 広域連携の強化に向けた道の取組 

道は、市町村が地域課題に的確に対応し、基幹的な行政サービスを将来にわたり確実に維

持・確保できるよう、（総合）振興局が市町村間の取組をコーディネートする役割を担い、

地域課題の共有や広域連携による対応の方向性を協議・検討、合意形成する場を設置するほ

か、専門知識を有する職員の派遣や地域づくり総合交付金による支援を行うなど、地域の実

情に応じた広域連携の取組を推進する。 

 

第３ 地域づくり総合交付金による支援 

国の広域連携制度の活用が困難な市町村が、地域連携協定及び地域連携ビジョンに基づ

き連携して取り組むソフト事業に対して支援を行う。 

（１）連携市町村の要件 

この要綱に基づき連携する市町村とは、人口減少下においても、医療や福祉などの行

政サービスが持続的に提供されるよう、地域の実情に応じた多様な連携ネットワーク

を形成しようとする市町村とする。ただし、定住自立圏構想推進要綱又は連携中枢都市

圏構想推進要綱に基づく国の財政支援の対象となる連携市町村を除く。 

（２）地域連携協定 

① 定義 

地域連携協定は、２以上の市町村が 2050年の人口構造等の変化に伴い生じる課題等

に対応し、各種行政サービスを持続的に提供できるよう、②に規定する事項を定めた協

定である。 

② 規定する事項 

地域連携協定においては、関係市町村が連携して、基幹的な行政サービスを持続的に

提供できる体制を確保するという観点から、少なくとも次の事項について規定するも

のとする。 

ア 連携市町村の名称 

地域連携協定を締結する市町村の名称を規定するものとする。 

イ 目的 

市町村が連携して基幹的な行政サービスを持続的に提供できる体制を確保するた
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め、自立のための経済基盤を培い、地域の活性化を図ることなど、連携の基本的な目

的を規定するものとする。 

ウ 基本方針 

北海道人口ビジョンの将来展望で目標時点と設定する 2050年を念頭に、市町村が

行うべき基幹的な行政サービス等の維持・確保を図るため、市町村が連携して取り組

む様々な取組のうち、主に以下のエに定める政策分野について規定するものとする。 

エ 連携する具体的事項 

連携する具体的事項は、地域の実情に応じて様々な取組を柔軟に定めることがで

きるが、特に、(ア)生活機能の強化、(イ)結びつきやネットワークの強化、(ウ)資源

制約に対応するための地域マネジメントの３つの視点から、市町村が行うべき基幹

的な行政サービス等を維持・確保していく必要がある。 

このため、地域連携協定においては、次に掲げる政策分野の中から、複数の視点を

踏まえつつ、地域の実情に応じた連携の具体的な事項を規定するものとする。 

(ア) 生活機能の強化に係る政策分野 

次に掲げる政策分野について、連携する具体的事項を規定するものとする。 

a 医療 

病院と診療所の役割分担による切れ目のない医療の提供、地域医療を担う医

師の育成や派遣、デジタル技術を活用した遠隔医療その他の医療を安定的に提

供できる体制の確保等に向けた連携 

b 福祉 

高齢者向け住宅や在宅サービス支援の拠点施設の整備支援、他市町村におけ

る地域密着型サービス利用支援、保育所の広域入所その他の在宅療養・介護・

子育てのネットワークの構築等に向けた連携 

c 教育 

小中学校の区域外就学、スクールカウンセラー等の共同活用、中高一貫校の

設置、大学等の高等教育機関との連携強化その他の住民のみならず、三大都市

圏の住民が交流居住や移住を選択肢とできるような質の高い教育環境の整備等

に向けた連携 

d 環境 

地域全体でのごみの減量や資源化の推進に向けた実証や啓発に関する事業、

小水力や木質バイオマス等の再生可能エネルギーの活用、森林吸収源対策の着

実な実施等、ＣＯ２吸収に向けた取組の推進や水源涵養機能の維持等に向けた

連携 

e 防災 

地域全体で災害対策を推進するための広域的な医療搬送、物資の供給、避難

及び帰宅困難者への情報提供等に向けた連携 

f aから eまでに掲げるもののほか、生活機能の強化に係る連携 

(イ) 結びつきやネットワークの強化に係る政策分野 

次に掲げる政策分野について連携する具体的事項を規定するものとする。 

a 地域公共交通 
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地域内外の往来を活性化し、日常生活圏の拡大や利便性の向上を図るための

民間バス路線の再編等の支援、ディマンドバス等の運行その他の地域公共交通

サービスの提供等に向けた連携 

b デジタル・ディバイドの解消へ向けた取組 

デジタル技術を活用した遠隔医療や遠隔教育、地域間での情報システム等の

共同利用など、行政サービスの効率化に向けた連携 

c a から b までに掲げるもののほか、結びつきやネットワークの強化に係る連

携 

（ウ）資源制約に対応するための地域マネジメント等に係る政策分野 

資源制約に対応するとともに、地域を牽引する人材を確保し育成する取組を

中長期的に進めていく観点から、次に掲げる政策分野について、連携する具体的

事項を規定するものとする。 

a 連携市町村における人材の育成（デジタル人材その他の専門人材の育成を含

む。） 

b 連携市町村における外部からの行政及び民間人材の確保（デジタル人材その

他の専門人材の確保を含む。） 

c 連携市町村の職員等の交流 

d 連携地域内の公共施設の集約化・共同利用等 

・連携地域内の公共施設の立地状況、利用実態等を踏まえた最適配置に向けた調

査検討 

・複数市町村にまたがる公共施設の集約化・共同利用等に係る連携 

e 人材をはじめとする資源を効率的に活用するために必要な事務の共同実施 

f a からｅまでに掲げるもののほか、資源制約に対応するための地域マネジメ

ント等に係る連携 

オ エの執行等に係る基本的事項 

地域連携協定に基づく事務の執行については、機関等の共同設置(地方自治法第２

５２条の７等)や事務の委託(同法第２５２条の１４等)等のほか、民事上の契約等に

より行い、その形式に応じて規約の作成等の手続を経ることとなるが、地域連携協定

においても、事務の執行に係る基本的な事項について規定しておくことが望ましい。 

カ 期間及び廃止の手続き 

地域連携協定の期間は、市町村の連携を安定的に維持・拡大していく観点から、原

則として、定めのないものとする。 

また、地域連携協定の廃止に当たっては、全ての連携市町村の協議により合意する

旨を規定しておくことが望ましい。 

③ 締結等の公表  

地域連携協定の締結、変更又は廃止を行った市町村は、直ちにこれを公表するものと

する。 

(３) 地域連携ビジョン 

① 定義 

地域連携ビジョンは、連携地域を対象として②に規定する事項について記載するも
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のであって、その策定又は変更に当たって、記載された事項ごとに関係する市町村によ

る協議を行ったものをいう。 

② 記載する事項  

地域連携ビジョンにおいては、以下の事項について記載するものとする。 

ア 連携地域及び連携市町村の名称  

連携地域の名称及び連携市町村の名称を記載するものとする。 

イ 連携地域の将来像  

当該連携地域における将来推計人口や、行政機能に係る現状等を記載した上で、連

携地域全体で基幹的な行政サービスを持続的に提供できる体制を確保するため、 自

立のための経済基盤を培い、地域の活性化を図るという観点から、当該連携地域の将

来像を提示することが望ましい。 

ウ 地域連携協定に基づき推進する具体的取組  

イの規定により提示する将来像の実現に向けて、地域連携協定において規定され

た事項に基づき、連携市町村が推進していく具体的取組の内容を記載するものとす

る。  

取組の記載に当たっては、具体的内容や実施スケジュール等に加えて、関係する市

町村の名称及び根拠とする地域連携協定等の規定を明確に記載するものとする。併

せて、予算措置を伴うものにあっては、総事業費や各年度の事業費等の見込みも含

めて記載するものとする。  

エ 期間 

地域連携ビジョンの期間を記載するものとする。この場合において、当該期間は、

おおむね５年間とし、毎年度所要の見直しを行うものとする。 

③ 連携市町村の協議  

地域連携ビジョンの策定又は変更に当たっては、連携市町村間においてそれぞれ関

連する部分について必要な協議を行うものとする。 

④ 策定等に関する関係者の意見聴取等 

地域連携ビジョンの策定に当たっては、連携地域内の関係団体等の意見を聴取する

とともに、その推進に当たっては、当該団体等の協力のもとに実施するものとする。 

⑤ 成果指標 

地域連携ビジョンに記載する具体的取組に関しては、明確な成果指標（KPI等）を設

定し、進捗管理を行うものとする。 

⑥ 公表  

連携市町村は、地域連携ビジョンの策定又は変更を行ったときは、これを公表するも

のとする。 

(４) 地域連携協定等の写しの送付等 

連携市町村は、第３(２)③又は第３(３)⑥の規定による地域連携協定又は地域連携

ビジョンに関する公表を行ったときは、その写しを道に送付するものとする。 

この場合において、道はホームページによりその情報の公表に努めなければならない。 
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第４ その他  

この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に伴い必要な事項は、道が別に定めるとこ

ろによるものとする。 

 

附 則 

この要綱は、令和７年（2025年）11月４日から施行する。 
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地域づくり総合交付金（広域連携強化事業）実施要綱 

 

第１ 趣旨 

 この要綱は、広域分散型の地域特性を有する本道において、人口減少や少子高齢化に

伴い顕在化する課題に対応し、地域で持続的に基幹的な行政サービスを提供していく

ため、市町村が柔軟な枠組みで広域的な連携を行い、自主性や独自性を保ちながら持続

可能な地域づくりに資することを目的に、予算の範囲内で、地域づくり総合交付金（広

域連携強化事業）（以下「交付金」という。）の交付に関し、北海道補助金等交付規則（昭

和 47年北海道規則第 34号。以下「交付規則」という。）に規定するもののほか、必要

な事項を定めるものとする。 

 

第２ 交付対象者 

１ 交付金の交付の対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、広域連携強化事業

推進要綱（以下「推進要綱」という。）に基づき地域連携協定を締結し地域連携ビジョ

ンを策定した、又は、交付金を申請する年度末までに地域連携協定の締結及び地域連携

ビジョンの策定を行う見込みである市町村（以下「連携地域」という。）及び全ての連

携市町村で構成する協議会（以下「協議会」という。）とする。 

２ 前項において、定住自立圏構想推進要綱（平成 20 年 12 月 26 日総行応第 39 号) 又

は連携中枢都市圏推進要綱（平成 26 年 8 月 26 日総行市 200 号）に基づく国による財

政支援の対象となる連携市町村の取組は交付の対象外とする。 

 

第３ 交付金の支援期間 

支援期間は令和７年度から令和 11年度までとする。 

 

第４ 交付対象事業 

１ 交付金の交付の対象となる事業（以下「交付対象事業」という。）は、地域連携ビジ

ョンに掲載した、又は掲載予定の事業であり、市町村が連携して取り組むソフト事業と

する。ただし、広域連携強化事業推進要綱第３（２）②エ（ア）f、（イ）c 及び（ウ）

fに定める事業は除くものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事業については交付対象事業としない。 

(１) 国の補助金等（補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30年法

律第 179号）の適用を受けるもの）又は道の他の補助金等の交付を受けた事業 

(２) 国又は道の出資する団体からの助成金等の交付を受けた事業 

(３) 交付対象者から補助を受けた団体等が他の団体等に補助する事業 

(４) 営利を目的とする事業 

(５) 損失補填的な事業 

(６) その他知事が不適当と認める事業 
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第５ 交付対象経費 

１ 交付対象経費は、交付対象事業に要する経費とするが、次の表の左欄に掲げる経費に

ついては原則として交付対象外とする。ただし、同表の右欄に掲げる経費については対

象とすることができる。 

対象外経費 例外的に対象とすることができる経費 

（１）賃金及び職員費 事業の実施に必要不可欠な人員等を一時的に雇用するた

めに要する経費 

（２）食糧費及び交際費 － 

（３）備品購入費 実証実験等、事業の実施に必要不可欠な備品に要する経

費と認められる場合（当該事業の交付対象経費の５分の

１を限度とする。） 

（４）用地取得費 － 

（５）工事請負費 － 

（６）職員の旅費 当該事業の一環として必要不可欠と認められる場合 

（７）貸付金 － 

（８）補償、補填及び賠償金 － 

（９）積立金 － 

（10）その他知事が不適当と

認める経費 

－ 

 

２ 前項の規定にかかわらず、事業開始の翌年度以降に発生する保守点検料やリース料、

システムの利用料など、維持管理に係る経費については、交付対象経費としない。 

 

第６ 交付金の限度額、単位及び交付率 

 交付金の額は、予算の範囲内で１連携地域あたり上限 1,000万円の定額とし、交付率

は 10 分の 10 以内とする。ただし、交付対象経費が 1,000 万円に満たないときはその

額を上限とし、10万円単位で交付する。 

 

第７ 実施計画の提出 

 交付金の交付を受けようとする連携地域又は協議会を代表する市町村は、広域連携

強化事業実施計画書（別記第１号様式）（以下「実施計画」という。）を知事に提出する

ものとする。 

 

第８ 実施計画の審査 

知事は、別に定める審査要領に基づき、連携地域又は協議会を代表する市町村から提

出された実施計画の内容を審査の上、交付金の対象となる事業を採択し、交付金を交付

する地域又は協議会を代表する市町村に対し交付の内示を行うものとする。 

 

第９ 交付対象事業の採択 

優先的に採択する事業及び採択の優先度が低い事業については、下表のとおりとし、
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これに基づき審査を行った上で交付対象事業の採択を行うものとする。 

なお、交付事業の採否及び交付金額の決定に当たっては、当該年度の要望事業数、要

望額や過去の採択状況についても考慮するものとする。 

１ 優先的に採択する事業 

広域連携強化事業推進要綱第３（２）エに掲げる具体的事項のうち下記に該当する先

駆性や全道展開の可能性があるもの 

政策分野 具体的事項 

（イ）結びつきやネットワークの

強化に係る政策分野 

b デジタル・ディバイドの解消へ向けた取組 

（ウ）資源制約に対応するための

地域マネジメント等に係る政

策分野 

a 連携市町村における人材の育成（デジタル人

材その他の専門人材の育成を含む。） 

b 連携市町村における外部からの行政及び民間

人材の確保（デジタル人材その他の専門人材の

確保を含む。） 

d 連携地域内の公共施設の集約化・共同利用等 

e 人材をはじめとする資源を効率的に活用する

ために必要な事務の共同実施 

２ 採択の優先度が低い事業 

対象事業 内容（例） 

先駆性の低い事業 広域連携加速化事業で採択された事業と同様の

内容が大半を占める事業 

事業主体の直接的関与が低い事業 事業内容の大半を委託する事業 

その他 市町村職員や協議会構成員等の旅費が事業費の

大半を占める事業等 

 

第 10 交付の申請 

１ 交付の内示を受けた者は、別に指定する期日までに、次に定める関係書類を知事に

提出するものとする。 

２ 前項に定める関係書類は、「北海道補助金等交付規則に定める申請書等の様式（総合

政策部）」（平成 25年 3月 29日告示第 10328-3号）（以下「総合政策部様式」という。）

第 1 号様式、第 2号様式、第 16号様式、第 18号様式、第 19号様式、第 20 号様式、

第 32 号様式（申請者が市町村である場合を除く。）及び広域連携強化事業調書（別記

第２号様式）とする。 

３ 交付事業者は、交付金の交付申請時に当該交付金に係る消費税等仕入控除税額（交

付対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち消費税法（昭和 63年法律第

108 号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に

地方税法（昭和 25年法律第 226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た額との合計

額に交付率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな

場合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、交付申請時において、

当該交付金に係る消費税等仕入控除税額が明らかでない場合については、この限りで
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はない。 

なお、事業実施主体が間接補助事業者等である場合も同様とする。 

 

第 11 交付の条件 

 交付金を交付する場合は、「補助金等に係る標準様式の設定について（昭和 47 年 9

月 20 日付け局総第 453 号副出納長通達）」第１号様式に定める交付の条件のほか、次

の条件を付すものとする。 

１ 交付対象経費の額又は配分の変更を行うときは、知事の承認を受けなければならな

い。ただし、当該交付対象経費の増減額及び各構成事業における交付対象経費の増減

額が 20パーセント未満の変更については、この限りではない。 

２ 交付対象事業の内容を変更するときは、知事の承認を受けなければならない。ただ

し、目的の達成及び事業の能率的遂行に支障がないと認められる場合（当該事業にお

ける交付対象経費の増減額が 20 パーセント未満の変更の場合に限る。）については、

この限りではない。 

３ 交付対象事業により取得し、又は効用の増加した財産(１件の取得価格又は効用の増

加価格が 50 万円以上の機械、器具等)については、交付対象事業の完了の年の翌年か

ら起算して減価償却資産の耐用年数等に関する省令(昭和 40 年大蔵省令第 15 号)で定

める耐用年数を経過することになるまでの期間（当該耐用年数が10年を超える場合は、

当該交付対象事業の完了の年の翌年から起算して 10年間）は、あらかじめ知事の承認

を受けないでこの交付金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担

保に供し、又は廃棄してはならない。ただし、交付された交付金の全部に相当する額を

納付した場合は、この限りではない。 

 

第 12 事情変更等による手続 

交付事業者は、第 11の１本文及び２本文の規定に該当する場合には、総合政策部様

式第 21号様式に関係書類を添付の上、知事に提出するものとする。 

 

第 13 実績報告 

１ 交付金の交付の決定を受けた者は、交付対象事業の完了（廃止の承認を受けたとき

を含む。）後、実績の報告を知事にしなければならない。 

２ 実績の報告にあたっては、総合政策部様式第 2号様式、第 28号様式、第 30号様式、

第 31号様式及び広域連携強化事業実績調書（別記第３号様式）を提出するものとする。 

３ 第１項に規定する実績の報告は、当該事業の完了の日から 30日以内（当該事業が第

10 の規定により交付金の交付申請をする日の 30 日以前に終了している場合は、当該

申請と同時）又は交付金の交付決定があった日の属する年度の翌年度の４月 10日まで

のいずれか早い日までに行うものとする。 

 

第 14 交付金の交付 

１ 交付金は、額の確定後において交付するものとする。ただし、知事は、交付金事業の

遂行上必要があると認めたときは、必要の都度、概算払をすることができる。 
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２ 交付事業者は、交付金の概算払を受けようとするときは、補助金等概算払申請書（総

合政策部様式第 26号様式）及び最新の資金収支計画書（総合政策部様式第 32号様式）

を知事に提出するものとする。 

３ 知事は、前項の申請に基づき概算払をすることを決定したときは、当該交付事業者

に対し、その旨を通知するものとする。ただし、前項の規定による資金収支計画書を

確認した結果、資金不足が生じないと認められるときは、概算払をしないものとし、

理由を付して補助金等概算払申請書を提出した者に通知するものとする。 

４ 当該交付金事業については、連携する個別の市町村に対し交付金を交付することが

できる。 

 

第 15 事業着手後の交付決定 

 知事は、事業着手後に交付決定を行う場合は、事業の目的、内容、実施時期等を勘案

し、事業着手後の交付決定があっても交付金の目的に合致することや事業着手後の交

付決定がやむを得なかった事情等を十分に審査した上で、その内容を交付決定書等で

明らかにするものとする。 

 

附 則 

この要綱は、令和７年（2025年）11月４日から施行する。 

 

 


